
添付書類作成上の留意事項等

○ 指定（更新）申請に必要な添付書類は各サービスのチェックリストをご確認ください。
○ 各書類の作成に当たっては、次表の事項に留意してください。
○ 下記のほかフランチャイズ方式での事業開始を行う場合は、フランチャイズ契約書（写し）の添付が必要です。

資料番号 書類区分 形態 提出書類・作成上の留意事項

１ 申請者の定款、寄附行為
等及びその登記事項証明
書又は条例等

写し ○ 社会福祉法人、財団法人、株式会社等の場合
・登記事項証明書
○ 市町の場合
・条例の写し

２ 病院、診療所、薬局、特
別養護老人ホーム、老人
保健施設、介護医療院
の使用許可等の写し

写し ○ 病院又は入院施設を有する診療所の場合
・医療法第２７条に規定する構造設備について
の知事の使用許可証の写し

○ その他の診療所の場合
・医療法第８条に規定する開設届出書の写し

○ 薬局の場合
・薬事法第５条に規定する開設許可証の写し

○ 特別養護老人ホームの場合
・老人福祉法第１５条第４項に規定する認可証
の写し

３ 併設する施設の概要 自己作成 ○ 既指定分は不要です。

４ 利用者の推定数 自己作成

５ 敷地の平面図及び敷地周
囲の見取り図

自己作成 ○ 敷地平面図は、公図としてください。
○ 敷地周囲の見取り図は、平面図の位置関係が
分かるものを添付してください。

付近の案内図又は地図 自己作成 ○ 事業所の所在地が確認できるような案内図又
は地図を添付してください。

６ 事業所（建物）の平面図
（各室の用途を明示した
もの）

標準様式３
又は既存図
面等を基に
自己作成

○ 標準様式３を使用する場合は、注及び記入例
を参照してください。

○ 自己作成する場合は、Ａ４又はＡ３（Ａ３の
場合は折り畳んで編纂する。）とし、用途及び
面積を明示してください。
また、面積の算出根拠となった寸法も明示し

てください。

７ 部屋別面積等一覧表 参考様式２ ○ 施設の医療系サービスは参考様式２－１を使
用し、記入例を参照してください。
○ 施設の福祉系サービスは参考様式２－２を使
用してください。

８ 施設を共用する場合の
利用計画

自己作成 ○ 施設を他の事業と共用する場合は、利用計画を
作成してください。

９ 事業所（建物）の設備及
び備品の概要

標準様式４ ○ 標準様式４の注及び記入例を参照してください。
○ 備品については、単価が概ね３万円以上の機
器類等を目安としてください。（消耗品は記載
不要です。）

１０ 事業所の管理者の経歴書 参考様式１ ○ 参考様式１の注及び記入例を参照してください。

１１ サービス提供責任者等の
経歴書

参考様式１ ○ １０と同様に、参考様式１の注及び記入例を参照
してください。

１２ 訪問看護ステーションの
管理者の免許証の写し

写し ○ 看護師又は保健師の免許証の写し



資料番号 書類区分 形態 提出書類・作成上の留意事項

１３ 福祉用具の保管及び消毒
の方法（委託の場合は委
託契約の内容が分かる書
類）

既存図面等
を基に自己

作成

○ 保管及び消毒方法の実態を具体的に記載した
書類、保管場所の図面及び写真

○ 保管、消毒を委託する場合は、次の事項を取
り決めた委託契約書の写し
・委託等の範囲
・委託等に係る業務の実施に当たり遵守すべき
条件
・受託者等の従業者により当該委託業務が運営
基準に従って適切に行われていることを指定
事業者が定期的に確認する旨
・指定事業者が当該委託業務に関し受託者に対
し文書による指示を行いうる旨
・指定事業者が当該委託業務に関し改善の必要
を認め、所要の措置を講じるよう指示を行っ
た場合において当該措置が講じられたことを
確認する旨

・受託者等が実施した当該委託業務により利用
者に健康、財産上の損害を与えた場合におけ
る措置の方法及び損害の賠償等の責任の所在
・その他当該委託業務の適切な実施を確保する

ために必要な事項

１４ 運営規程 自己作成
○ 各サービスごとに基準等に定める必要事項を
確認のうえ作成してください。

１５ 利用者からの苦情を処理
するために講ずる措置の

概要

標準様式５
○ 重要事項説明書等の記載内容と一致させてく
ださい。

１６ 従業者の勤務の体制及び
勤務形態一覧表

標準様式１ ○ 事業所は、標準様式１の注及び記入例を参照
してください。
○ 当該事業所における職員の４週分の勤務体制
等について記載してください。
○ 任意様式（必要事項が確認できるもの）を添付して
も差し支えありません。

１７ 協力医療機関等との契約

内容（契約書の写し）
写し ○ 利用者に病状の急変が生じた場合、その他必

要な場合に連絡を行う協力医療機関と、あらか
じめ取り交わした契約書の写しを添付してくだ
さい。
○ 介護保険施設サービス等で協力歯科医療機関
がある場合は、当該協力歯科医療機関との契約

書の写しを添付してください。

１８ 関係市町並びに他の保健
医療・福祉サービスの提

供主体との連携の内容

自己作成 ○ 次の事項につき、具体的に記載してください。
①関係市町との連携内容
・サービス提供前の受給資格の確認等
・居宅サービス計画の作成等
・利用者に関する通知
・事故発生時の対応等

②他の保健医療・福祉サービス提供主体との連
携内容

・サービス提供困難時の対応・指定居宅サービス
事業者との連携
・介護保険施設との連携
・事故発生時の対応等

③その他参考事項



資料番号 書類区分 形態 提出書類・作成上の留意事項

１９ 誓約書 標準様式６ ○ 法人の代表者に変更があった場合は、その都度提
出してください。

２０ 当該事業所に勤務する介

護支援専門員一覧

標準様式７
○ 介護支援専門員としての業務に当たっている

職員のみ記入してください。

２１ 資格を証明する書類 写し ○ 国家資格証等の資格を証明する書類の写しを
添付してください。
○ 添付資料番号１６の「従業者の勤務の体制及
び勤務形態一覧表」に従業員氏名を記載した順

番と同様に写しを綴ってください。

２２ タクシー事業の許可書

（訪問介護：通院等乗降介助）

写し
○ 申請をする前に、タクシー事業の許可の要否
について、運輸支局と協議してください。
※山口運輸支局 山口市宝町１－８

TEL 083-922-5335

２３ 自動車運転免許証
（訪問介護：通院等乗降介助） 写し

○ タクシー事業の許可が必要な場合は、乗務員

の二種免許証の写しを添付してください。

２４ 市町運営協議会の通知
（訪問介護：通院等乗降介助）

写し
○ 福祉有償運送の場合、運営協議会の協議を経たこ
とを証明する書類の写しを添付してください。

２５ 事業所の外観及び指定基
準の要件となっている設

備等の写真

○ 外観の写真には事業所のサイン（看板等）を
含めてください。
○ Ａ４用紙に貼り付けたもの等を提出してくだ
さい。

○ 訪問用車両、送迎用車両についても写真を提出
してください。

２６ 介護給付費算定に係る体

制等状況一覧表

別紙１－１

～１－３

○ 様式「別紙１－１」～「別紙１－３」の備考

及び注を参照してください。

２７ 受託居宅サービス事業者
が事業を行う事業所の名
称及び所在地並びに当該

事業者の名称及び所在地

参考様式12 ○ （介護予防）外部サービス利用型特定施設入
居者生活介護の事業を行う場合のみ提出してく
ださい。
○ 参考様式１２の注を参照してください。

２８ サービス提供実施単位一

覧表

参考様式７ ○ 参考様式７の注及び記入例を参照してくださ

い。



添付資料番号 書類区分 形態 提出書類・作成上の留意事項

２９ 医師の法定人員に係る調

書、医師名簿

別紙５、６ ○ 別紙５の算出式及び別紙６の備考を参照して

ください。

３０ 共生型サービスに係る申請
書類（申請する場合のみ）

写し ○ 指定障害福祉サービス事業者等に係る指定通知
の写しを添付してください。

３１ 土地建物について
写し

○ 事業所の土地建物について、不動産の権利関係が
明確に確認できる書類を添付してください。

（例： 賃貸借契約の場合は当該賃貸借契約書の写し、
土地・建物が購入の場合は土地・建物の登記事項
が確認できる書類）

その他 他法令の確認書類

※通所・施設サービスのみ
要提出

写し ○ 消防法

・消防用設備等検査済証の写し

・（上記交付対象でない場合のみ）所管の消防署か
らの指導（又は協議）内容が確認できるもの。
※任意様式で可

○ 建築基準法

・確認済証の写し

・（上記交付対象でない場合のみ）１級又は２級建築
士による用途等の確認 ※

○ 食品栄養法（調理し食事を提供する場合のみ）

・食品衛生許可証の写し

又は給食開始届の（受理）証明書


